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会　議　録
	要　旨
１．開会
２．部会長あいさつ
３．議事
（１）伊丹市地域福祉計画（第３次）策定ワーキング会議等の実施結果について
（事務局より概要説明）
部会長：資料５「伊丹市地域福祉計画（第３次）策定に向けた検討のまとめ」の２ページから６ページにおいて、市民ワーキング会議における４つのテーマの協議内容と課題認識がまとめられておりますので、まずこちらについてご意見をいただければと思います。ワーキング会議におきましては、非常に熱心な市民の皆様の参画を得て、有意義な議論をしていただきましたが、Ｅ委員に会議を取りまとめていただいておりましたので、簡単にその様子をご報告いただければと思います。 
Ｅ委員：４回のワーキング会議が開催されたわけですが、自治会等の地域に根差した活動をしておられる地縁組織の方々、目的に応じて組織化されている老人クラブ等の団体の方々、そして今回の特徴として、当事者団体、NPOなどで先駆的に活動されている方々、マイノリティといわれる方々にもご参画をいただき、しっかりとお声をいただく形で進めました。会議の進め方としましては、テーマに沿った実践報告をしていただき、その後、グループに分かれて議論を進めていただくという形にいたしました。
Ａ委員：ワーキング会議の４つのテーマのうち、災害をテーマに入れられた理由を確認しておきたいと思うのですが。
事務局：災害につきましては、災害時にどのような支援をさせていただくかという観点ではなく、災害時の要援護者支援を実現するには、日常生活からの活動が大きく関り、それを地域福祉計画の中で謳っていかなければ、いざという時の支援は果たせないと考え、今回のテーマとさせていただきました。
Ａ委員：他の３つのテーマは普遍的な課題であるのですが、災害をテーマに取り上げられたことは、新型コロナウイルス感染症拡大を受けて、居場所づくりや地域づくりが困難になったことが根底にあり、計画の縦軸としてこのテーマができたのかと思いました。今回の計画の体系では、そこかしこに災害について触れていくような体系になるのでしょうか。
事務局：体系については、後程説明させていただきます。新型コロナという未曽有の事態に直面し、地域福祉活動にも、今後支障が出てくるかと思います。その意味で災害はすべての領域に関わることであり、災害を意識した上で、日々の居場所づくりや地域づくり、担い手づくりを着実に進めていくことが大事という観点から、体系を設定していきたいと考えています。
Ｅ委員：補足になりますが、東日本大震災以降、災害時の要援護者の方々の把握と共有をもとに、日常からどう支えていくのかということを、国の方から地域福祉計画に盛り込むようにとされています。それを踏まえ、ワーキング会議においても、災害時要援護者支援を中心として議論をしました。またおっしゃる通りコロナについてもお話が出ました。
部会長：この４、５年に、全国的に防災を防災対策課に委ね、結果的にそこでは災害時要援護者対策についてあまり議論されなかったという経緯があったため、この機に福祉的対策としてしっかり検討しなければいけないということになった訳です。その対策は日常からの地域づくりとの関連で記載や位置づけがなされますが、それは今回の大きなテーマです。
Ｆ委員：「地域づくり」と「まちづくり」という言葉が頻繁に使われているが、違いが分かりづらく、それぞれの意味や位置づけをはっきりしていただければと思うのですが。 
事務局：申し訳ありません。「地域づくり」は小学校圏域ほどの少し狭い身近な地域を、「まちづくり」は市全域という感覚でとらえているのですが、ご指摘の通り、整理をしなければならないかと思います。
部会長：たしかに意味の上で重複するところはあり、厳密に整理する必要があります。実はあまり大きな違いはなく、都市部では「まちづくり」が使われますが、郡部では政策用語として「地域づくり」を使います。また、政策的には２つの「地域づくり」があり、ひとつは、介護保険制度の生活支援体制整備事業において高齢者が孤立しない地域づくりを進めるということ、もうひとつは、生活困窮者自立支援事業において、ひきこもりの方が社会に参加できる「地域づくり」をするということですが、これが地域福祉計画でいう一番狭義の「地域づくり」になります。言葉は正確に使い分けていかなければなりません。
Ｆ委員：コロナ禍が大きなテーマであることは誰しもが考えると思うのですが、先行きが見通せない中、この場でどうまとめるかというのが大きな課題かと思います。基本的な考え方とするのか、より具体的な政策まで落とし込むのか難しいところではないでしょうか。
事務局：地域における活動においても、コロナ以前と同じ取り組みができなくなっている状況があり、さまざまな支障が出てきていると認識しています。具体的にどう進めていくかということには今後まだまだ検討が必要かと思いますが、コロナによって、見守りをはじめとするつながりが切れてしまうことが最も恐れるべき事態であります。コロナ禍の中でつながりを絶やさないための取り組みを、災害のところで盛り込んでいきたいと思っています。
部会長：行政認識として、つながりの希薄化とともに、やってくるであろう不況による地域の人たちの仕事や困窮の問題に関して、税収のことも含めて想定をしておいていただきたいと思います。またコロナへの認識として、ポストコロナなのか、ウィズコロナなのかについても議論いただきたいと思います。
Ｈ委員：コロナ対策として集わずにつながり、また今まで普通であったことを集わずしてするために、ICTの活用等が必要になると思うが、生活困窮者に対しての機器の導入や環境整備といった支援体制が課題になってくるのではないでしょうか。 
Ｃ委員：コロナ後の社会情勢は変化して、日常がコロナ前のように戻ることはないだろうと私は思います。サロンやカフェ等の活動をしていますが、共同利用施設が使えなくなった時期がありました。徐々に再開していこうとしているのですが、最初に施設を使い始めることを躊躇してしまう。再開する際には、それぞれの団体が自分で考えて判断しなければならないし、つながりを守るにしても今までと違った動き方が必要になってきていると強く感じています。
部会長：今後５年はコロナウィルスと付き合っていかねばならず、この計画はコロナ禍における計画であることは明らかです。また、人間は関係し合いながら生きていくものであることは各種調査研究から明らかですし、コロナ禍でどうつながっていくのかということを、どこまで重視していくのか、市民が心配していたり躊躇していることへの配慮をどうしていくのかという位置づけも大事ですね。
Ｃ委員：活動については、それぞれが地域において考えていけばいいことなのですが、例えば再開の時期や規模に関しても、やはり行政に指針を示していただかないとやりにくいと思います。そうでなければ地域はなかなか前に進まないと感じています。
部会長：行政が言うのか、行政の各機関や社協などさまざまな団体が言うのか、軌を一にして、共通の発信をいかにしていくかということが問われているのかもしれません。今日初めて来ていただいたＢ委員はいかがですか。ご自身の立場からのご意見をいただけますか。
Ｂ委員：PTAや保護者、学校が直面していることが、このワーキング会議の結果にはすべて含まれていると思いました。高齢化が進む中で、我々世代は働き手として仕事に出ていかなければならず、では子どもを地域でどう育てるかとなると難しい。60歳以上の方にお願いするかといっても、逆に自分たちが若い力を必要としているということになり、なかなかスムーズにいかない。また地域とのつながりの強さは小学校区ごとで地域格差があり、子どもに、どの地域でも同じような地域とのつながりが持てるような地域づくりがなされればと思います。また、コロナの問題では、行事がすべて中止となり、各学校に代替案はあるものの保護者間に温度差があり、なかなか進めにくいところがあるので、こうしたら大丈夫だという指針を行政や社協に出していただければと思います。任意団体なもので、自分たちだけでは指針を出しづらいところはあります。
Ｆ委員：自然災害は繰り返しやってくる永遠のテーマであると思うが、コロナ禍に関しては、５年以内に鎮静化されるであろうと私は思っています。今は先が見えず、恐れが先行し混乱しているが、そういう前提の下で、冷静に見通しを立て計画を作るべきではないかと思います。よって、コロナに関しては災害とは別の扱いにするべきではないかと思います。
部会長：災害というものを一般的に捉えると、災害時は、日常できていることとできていないことの差が顕著に現れます。伊丹市においても、それらの確認を正確に行っていくことが必要です。また、災害時には、近未来のことが加速度的にやってくるということが必ず言えます。先ほどのお話にあったように、少子高齢化社会においては、女性が働きに出るため、専業主婦が少ない、地域の担い手が高齢者しかいない、つまり今までのイメージの担い手はいないということです。さらに、世代間ではコミュニケーションがとれず、お互いに困っているという状況では、今までの担い手論をがらりと変えていかないといけませんが、どういう方法があるのかという議論は、もう少し深くやっていかなければいけません。特に地域福祉計画においては、市民協働の担当課もまちづくり団体も歩調を合わせて、孤立しがちな方や要援護者の方について、どう考えていくのかといった議論を並行して行わなければなりません。Ｅ委員にはワーキング会議を担っていただきましたので、その点でご意見はいかがですか。
Ｅ委員：ワーキング会議における議論でもそうだったのですが、コロナの問題と地域の問題を考えた時、小林委員がおっしゃったように、地域福祉計画を作るために「考える」ということが大事だと思っています。この困難の中を、いかに英知を結集して乗り越えていくかということを施策化していかなければなりません。コロナ禍による困難の中でも、居場所づくりが難しいからと休止してしまうのではなく、前を向いている団体もいらっしゃいます。例えば西宮市の実践では、80歳以上の高齢者の方が、ウェブ講座をして学び、自宅でサロンをやってみておられます。その際はボランティアの方が一人自宅に来て、フォローをしながらサロンの場を作っていくということをされている。また、本日来られているのでご紹介させていただきたいのですが、伊丹市では、老人クラブ連合会の方々が居場所づくりのために、老人会の皆さんで防護服を作っておられます。あまりしゃべらずに集まって作業して、社会貢献もできるという、こういったことを考えていくことが大事なのではないかと思います。部会長がつながりと生活困窮を考えることが大事だとおっしゃいましたが、併せてワーキング会議では、居場所がない、参加できない状況の中で、認知症の方が加速度的に増えるという状況も課題として出てきましたので、ひとつの柱として考えていくべきところだと思います。地域支援においても、各場面に応じて、実はつながりたいがその機会がなかった、参加したいが機会がなかったという人たちへの仕掛けをどう演出していくか、どうこのコロナの中で作っていくかということを、体系の中で考えていくことが必要であると思います。今回のワーキング会議の中で大事だと思ったのが、当事者の方が私たちにもできることはたくさんあると言われたことです。担い手のことも、参加支援のことも活動者としても、私たちはこんなことができるということを発言されました。そういった新たな気づきの中で、実際の地域づくりを進めていくということが大事ではないかと思います。
部会長：ワーキング会議のご意見が拾いあげられていないところがあって、先ほど高齢者と専業主婦の女性が、地域の担い手であると二元論的に言いましたが、人口が減少していく中で、社会福祉施設が地域づくりにどれだけ貢献していくのかが大事です。地域が疲弊して自営業者が衰退しているので、地域の中で自営業者の地盤を作っていくことも合わせた地域づくりであるとか、住民だけが地域づくりをするのではなく、専門機関や自営業者が、再度どういうふうに連携して地域の基盤を作っていくのか、その中で地域福祉で何が考えられるのかが非常に重要なテーマであり、今後の課題としたいと思います。
　　　　では、次に総合相談支援体制に関して、ご質問等ありますでしょうか。
Ａ委員：私どもの社会福祉協議会が、この４月からスタートさせている第７次地域福祉推進計画の体制を再構築する必要がある中で、ここにあげられている総合相談支援体制は非常に踏み込んだ内容で、この体制が構築できればありがたいと思います。コロナ禍において税収の低下、支出の極端な増加が想定され、さらに次年度からは市の総合計画もスタートする中で、実現に向けて市には頑張っていただきたいと思っています。
部会長：補足しますと、「総合相談支援」とは、「支援」という言葉にありますように、ただ相談にのるだけではなく、ニーズを消さずに対応し、出口すなわち社会参加につなげるところまでを指します。認知症の方が孤立せず地域の中でお暮らしになる、ひきこもりの方が家から出て、なにか活動をされるなどというイメージであり、専門機関だけの話ではなく、専門機関が住民と協働するものとして捉えていただきたいと思います。
Ｃ委員：私どもは「助け合いセンター」というものを地域で持っておりまして、断らないコーディネーターという気持ちでずっとやってきました。最初に問い合わせがあって、その実際の現場まで行って、ボランティアで対応できるか判断をするという意味で、最初の電話で断らないという意味なのですが、いろんなものが見えてくる大切なプロセスであると実感していますので、行政の取り組みの中に「断らない相談支援」が入ったことは、明るい未来を感じるところです。
Ａ委員：９ページの「セーフティーネットシステム会議イメージ図」に関して、基幹型地域包括支援センターの取り扱いはどうなりますか。「断らない相談支援」体制において、現在の地域包括支援センターの形態をとるのではなく、新たな形態になっていくのか、別の組織として基幹型地域包括支援センターも地域包括支援センターも残っていくのか、お聞かせいただきたい。このイメージ図のような体制になっていくのですか。
事務局：基幹型地域包括支援センターをどうするかを含め、体制のあり方については、今後の議論になってまいります。
Ｆ委員：相談に関してはそれぞれに専門分野があり、いわゆるタテ割りの問題があります。支援体制の課題として、タテ・ヨコの連携が重要視されていることはありがたく、機能強化されることを望みます。
部会長：では、体系（案）の議論に移っていきたいと思いますが、その前にこちらは非常に重要なものですので、補足をいたします。地域共生社会の実現に向けた取り組みについての要綱が国の方から出されたわけですが、国でもかなりこれを重視をしていて、各自治体がそれぞれの仕組みをどう作るかが問われています。この作り方が今期の地域福祉計画で非常に重要なものであって、各自治体で差が出てくるであろうと思います。では、それを受けて総合相談窓口を作ればいいのかというとそうではなく、中身がタテ割りであればいくら窓口を作っても意味がありません。国としても総合相談窓口を作ることが目的ではなく、むしろタテ割りの法制度の中で連携して、誰ももらさないというネットワークをちゃんと作ることを目指しています。だから「〇〇会議」というのはネットワークを指すのです。どこが責任を持つかといったことや、調整役が必要で、それをどう計画に組み込むのか、そこで苦心なさっている状況です。
また、災害に関して、これは地域が疲弊しているから災害がテーマとして出ていると、ご認識いただきたいということです。地域に根差せば根差すほど、その活動は総合的にならざるを得ない。先ほどＦ委員も何でも屋のようになってくるとおっしゃったが、つまり市民生活の総合相談をやっておられるのです。民生委員もある種の福祉総合相談所です。今までは、相談はそこで終わっていて、行政の窓口がタテ割りであっても、その辺りがしっかりしていたから、それで問題がなかった。地域が疲弊して対応できなくなってきているから、専門機関がヨコの連携を取り総合的にならなければ、制度の狭間の問題が次々に出てくるという現状認識です。それを受けての変革ですので、これは行政の各担当機関や職員の構造改革、行政改革です。そして、事業所の専門職にもその必要があります。それは、介護の専門だが、高齢者だけを見るのではなく、８０５０問題の５０歳の息子さんのことも視野に入れる、と考えることです。今後５年か１０年かけて、行政職員と専門職の意識を変革するという大仕事ではあるのですが、しかし、相談からもれて状況がひどくなってから事後対策するよりも、予防的に地域へ全面的に張り出して初期対応していくということですから、かかる費用を軽減することになり、そしてそのために人を配置するという発想で捉えていただければと思います。そういった流れの中でこの議論があるものですから、その上で、この後半および次回とご意見をいただければと思います。
（２）伊丹市地域福祉計画（第３次）の体系（案）について
（事務局より概要説明）
Ｅ委員：３ページの「方向性」と１０ページの「体系の目標」は、どういう違いがあって、「方向性」「目標」の文言を整理されたのでしょうか。また、３ページにおいて「①災害にも強い地域づくり」は「誰もがつながり、支え合う地域づくり」ではなく「多様な主体による話し合いと助け合いの仕組みづくり」に入れる方がよいと思いました。いろんな団体が協力し合いながら、要援護者支援や災害対策を行う方が大事なのではと思うのですが、理由をお聞かせください。
事務局：「方向性」というのは、ワーキング会議、検討会、アンケート調査での様々なご意見を踏まえて盛り込みたい要件であり、それらを第２次計画に落とし込んだものを「目標」としています。また、災害は協働のカテゴリーではないかとのことですが、おっしゃることも十分あるかと思うのですが、今回はコロナ禍が大きな要因ですので、冒頭で災害に対して触れた上で、その視点を盛り込んだ施策を展開していきたいとの意図から、地域づくりに入れさせていただきました。
Ｅ委員：「方向性」というのは、計画書の中では出てこないのでしょうか。
事務局：大綱案の中でどのように記載させていただくかはまだ決めておりませんが、第２次計画改訂版では冒頭で触れています。
部会長：市民が見て、計画の構成上、混乱がなければ問題ないかと思います。考え方の道筋として、資料にあるような形にされているかと思うので、次回に議論させていただければと思います。先ほどの「地域づくり」「まちづくり」といったような文言の使用に関してなど、市民の混乱を招くようなところがないかといったご意見をいただければと思います。
Ａ委員：全体を通して非常にわかりづらかったです。理念があって方向性、目標、施策へとつながる流れを体系化したものがあれば、よかったかと思うのですが。
部会長：方向性や施策の大きな枠組みの帰結としては、１０、１１ページの体系（案）につながっていることになるのですが、もう少し、しっかりとした体系を作りたいということかと思います。
Ａ委員：人材育成の話はどこに組み込まれますか。
事務局：目標１「つながり合い、支え合う共生の地域づくり」の施策２「地域丸ごとの共生のまちづくり」に組み込みます。「地域丸ごと」ということで、住民の方々をはじめ、さまざまな商店や事業者、団体の方々でまちづくりを担っていければと思っております。
Ａ委員：人材育成は基本施策に盛り込むべきではないかと思います。コーディネーターとして福祉専門職を散りばめ、総合職のような位置づけで重要な役割を担っていくという方向性からすると、人材の育成は大きな柱のひとつとして位置づけるべきではないかと思います。
部会長：人材育成には３つあって、１つ目は地域住民が協働できるリーダー育成、２つ目は総合相談支援体制を作れる福祉専門職の人材育成、３つめは行政職員の意識改革です。この３つの人材育成をどこかに位置付けることが重要になると思いますので、ご検討いただければと思います。
Ｆ委員：委員の率直な感想として聞いていただければと思うのですが、３ページの方向性については理解できます。しかし、４ページから各項目を掘り下げていただいていますが、ひとつひとつの言葉に関してなど、どこまで理解して意見を申し上げてよいのか迷うところです。解説もわかりづらく、さっと読んで理解できない部分も多いかと思います。とても専門的な内容になっていてなかなか難しく、審議会とはおおよそこういったものなのでしょうか。
部会長：やはり計画は専門的なものになりますから、皆様にはご苦労をおかけするとともに、やはり市民の方々にとっては難しい表現があるかと思います。計画書の段階では、注釈を付けるなどもさせていただきますし、施策の具体的な記述が出来上がれば、ご理解もしていただけるかと思うのですが、地域福祉計画は他の障害福祉計画等とは異なり、キーワードは「市民参加」ですから、市民の方々が分からない計画では意味がなくなってしまいます。今のようなご意見は助かります。これから一週間ほどの期間を設けて、内容をじっくり見ていただいて、ご意見をお寄せいただくというのはいかがでしょうか。
事務局：藤井部会長からご提案のあったように、1週間の期間を設けてご意見をいただき、次回の審議会でお示しできるような形をとらせていただきたいと思います。
Ｂ委員：やはり文言を難しく感じるのと、７ページであれば、表はわかりやすいと思いますが、例えば「実践者レベルの会議」という言葉が何を示すのか、調べれば分かるのですが、やはりそのままでは理解するのが難しいと感じました。
部会長：７ページのような概念図は、計画においては非常に重要なものなので、説明や工夫が必要かと思います。
Ｈ委員：私は専門職側の人間ですので、計画の内容自体はわかるのですが、６ページの方向性「多様な主体による話し合いと助け合いの仕組みづくり」の②「誰もが活躍できる多様な社会参加とつながりの機会づくり」において、どうしてもこの内容を実践するのが社会福祉士であったり、ソーシャルワーカーなどの役割が強いなと感じました。社会福祉士にとっても難しい課題が、この②にぎゅっと凝縮されている中、ソーシャルワーク機能の強化をしつつ、専門職、地域住民、行政職員の方々もソーシャルワーク機能に一緒に取り組んでいくには、今後どういった展開で進めていくのかが難しい部分があると感じました。
部会長：「社会参加」という言葉は社会福祉の究極の目標であり、どんな方でも社会参加できるということを指します。ただ専門職だけの仕事ではないのですが、ケアマネージャーさんが社会参加まで、地域とのつながりまで考えて介護支援されているかというと、そうではないという実態があります。では、そういう視点をケアマネージャーさんにどう持っていただくのか。一方で市民のほうは、要保護児童の問題やひきこもりの方の問題などを、どういうふうに地域として、隣人として捉えていけばいいのか。これはソーシャルワークというよりは、市民が共に生きていくために、市民がどう育っていけばいいのかという課題です。いずれにしろ先ほどの、市民、専門職、行政職員の教育と、人材育成はこの３者それぞれが必要であり、ここが非常に大きなテーマであり、ブラックボックスになっています。しかし、ここを目標にするのが今回の計画の最大の要諦ですので、ここの理念を押さえておくことが大切なことかと思います。
他にはいかがでしょうか。大枠として、共生福祉社会という理念のもとで、この枠組みの中で、具体的施策をお示ししていくということでいいでしょうか。ではまた、具体的な構成が分かりにくいとか、より具体的な施策の位置づけとか、そういったご意見をいただきたいと思います。
それでは審議を終了したいと思いますが、先ほど言いましたように、地域福祉計画というのは、総合相談など制度の部分も入っていますけれども、市民自治とか、自治体が自分たちで作っていく自由度の高い計画であって、自治体の姿勢とか考え方が一番よく表れ、表現もオリジナルなものになります。まだまだこなれていない表現などありますが、そういった背景の中でのことですので、率直にご意見いただけると助かります。大枠としては、次の作業を進めていただければと思いますけれども、先ほどの「地域づくり」「まちづくり」の表現のように、あくまでも伊丹市民がわかる表現を使う工夫をしていただきたいと思います。また、本日の議論でもありましたように、コロナが契機にはなっていますが、時代が加速度的に変化する契機だけに、三谷委員のおっしゃったように、コロナだけを考えてということではなく、少子高齢化の伊丹の現状が加速度的に進むというように捉えた方がいいかと思います。地域住民も、専門職も、行政職員も考え方を変えていかないと、地域、自治体がもたない時代に入ってきています。そういった背景が今後の地域福祉計画の議論の中にはありますから、そのことも踏まえて次回の審議をいただきたいと思います。
（３）その他
（事務局より次回の予定について説明）
４．閉会
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